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プラスチックの資源循環にかかる
リサイクラーとして取組みについて
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１．はじめに

当社は、廃棄物の収集運搬、中間処理、
最終処分を中心に幅広く環境関連事業を営
んでおり、サステナブルな明るい未来を実
現するより良い環境づくりのために、新た
な価値を生み出すイノベーションに挑戦し
続ける「環境創造企業」を目指している。
本稿では、資源循環領域における社会や

経済の変化が当社に与える影響を踏まえ、
今後の展望を述べる。

２． 当社におけるこれまでの
取組み内容

足元の廃プラスチックの状況１）をみる
と、2020年では822万t の発生となってい
る。そのうちマテリアルリサイクルは173
万 t （21％）、ケミカルリサイクルは27万t
３％）、サーマルリサイクルは510万（62％）、
未利用が112万（14％）となっている。年々
廃プラスチックの発生量は微減傾向にある
が、この10年以上各リサイクル手法の比率
はそれほど大きく変わっていない。
「マテリアルリサイクル」は、不純物除去、
洗浄などを経て加熱・溶融しペレットなど
にしたのちに、カスケードリサイクルされ

ることが多い。当社では、2016年からペレッ
トおよびパレットの製造に取り組み、2022
年度からのパレット生産量は年間で60万枚
を予定している。マテリアルリサイクルの
場合、複合素材になると物性劣化がみられ
るという課題があるため、肉厚設計により
強度等を確保し、出荷用物流パレットとし
て市場へ販売している（写真１）。
「ケミカルリサイクル」は、全体からみ
れば非常に少なく、PETボトルのモノマー
化による水平リサイクルなどがあるが、そ
のほとんどは高炉還元またはコークス炉の
化学原料化である。そのほかにも、さらに
上流側に戻す油化やガス化といった技術も
あるが、コストの問題や原料確保の問題か
らまだまだ発展途上にあると言える。
「サーマルリサイクル」は、割合が高く、
製紙工場等におけるボイラ燃料としての
RPF利用、セメント工場における化石燃料
代替としてのフラフ利用や焼却時の排熱に
よる発電や熱利用が多くを占めている。当
社では、RPFの製造販売、および焼却時の
排熱を利用した廃棄物発電や近隣の温浴施
設に排熱を供給するトランスヒートコンテ
ナを利用したサーマルリサイクルを行って
いる。

先進事例
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３． 社会・経済の変化が
当社に与える影響

当社の過去を振り返ってみると、1979年
に最終処分場の開設から事業を開始し、処
理コストアップとなるリサイクルに対する
社会受容性が低い頃から、『埋立からリサ
イクルへの大幅なシフト』を経営ビジョン
として掲げ、目先の利益にとらわれること
なく、リサイクル設備への投資を積極的に
行ってきた。その後の法改正に伴い、世の
中の機運が高まったことで事業規模を拡大
してきた経緯がある。
脱炭素社会・循環経済への転換に向け、

多くの企業が具体的な施策のもとで大きく
舵を切り始めている現在においては、これ

まで進めてきた社会課題の解決に繋がる
ESG施策に一層踏み込み、引き続き必要な
投資を目先の利益にとらわれることなく積
極的に行い、高度な資源循環システムを構
築し、持続可能な社会の実現に繋げていく
必要がある。
社会システムの変化に伴い、廃棄物処理・

資源循環のあり方を変えていくために、多
様な信頼できるパートナー企業との共創を
一層推進し、新たな価値を社会に届け、当
社の存在意義を高めていきたいと考えてい
る。
2019年に策定された『プラスチック資源
循環戦略』では、「３R＋Renewable」を基
本原則とし、国際的な目標と足並みを揃え
る形で将来の目標数値が設定された（図

写真１　当社グループにおけるプラスチックリサイクルの例

＜リサイクルパレット＞ ＜RPF（固形燃料）＞

＜廃棄物発電（三重リサイクルセンター）＞
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１）。その後、2021年３月に閣議決定され、
2022年４月１日に施行された『プラスチッ
クに係る資源循環の促進等に関する法律』
が当社に与える影響は、時間とともに大き
くなると考えている。
個々の個別措置には言及しないが、国が

民間企業や自治体などが自主的な回収や再
資源化を積極的に行えるよう廃棄物処理法
の一部緩和措置をとる後押しをしている。
このような法体制と社会的な要請を踏まえ
て、すでに多くの民間企業がプラスチック
から紙などへの原材料変更やプラスチック
原料を化石原料から転換するビジネスチャ
ンスと捉えて様々な取組みを始めている。
例えば、飲食店などによるプラスチック

カトラリーの廃止や、飲料メーカーによる

ボトルtoボトルのリサイクル、消費財メー
カーによるパウチの水平リサイクル、石油
化学メーカーによるケミカルリサイクル
（ガス化・油化）の実証事業などが公表さ
れており、とりわけ品質の良い廃プラス
チックについては囲込みが起こり始めてい
る。これらの取組みにおいて、求める品質
の廃プラスチックをいかに回収するかが大
きな課題となるため、非競争領域として
メーカー同士が手を組む事例も見られる。
これまでは、動静脈が連携し資源循環の

ループを作ろうとすると、「割高の再生材
を採用する必然性がなく、バージン材の価
格に勝てない」で議論が終わることが多
かった。一部、リテーラーによるマーケティ
ング戦略としてアップサイクル材の利用な

図１　プラスチック資源循環戦略の概要
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どの事例はあるものの、リサイクル全体へ
のインパクトが小さく、持続可能なモデル
になっているとは言い難い状況であった。
これらの課題に対して、循環経済への移行
という社会要請により、グローバルのリ
テーラーなどは、規制がより厳しい欧州市
場等を見据えて、ワンウェイプラの利用の
コストが再生プラの利用コストを上回ると
いう認識から、持続可能なモデルに必要な
再生材利用に伴うコストの問題をクリアし
た循環モデルが形成されつつある。また、
静脈産業を生業とする当社にとっても動脈
企業と話をする機会が圧倒的に増え、これ
までとは明らかに違う情勢になっている。
これらの状況の変化は、当社にとって

チャンスでもあり脅威でもあると言える。
動脈企業の異業種参入といった市場の変化
や、プラスチックの流通変化、画期的なリ
サイクル技術の開発によるゲームチェン
ジャーの登場も十分に想像されるものであ
り、検討されている炭素税が導入されれば、
その変化は顕著となる。極端な例を言えば、
塩素濃度やプラの種類を問わず収率の高い
ケミカルリサイクル技術などが開発される
と、当社が本業としている廃棄物処理から

は廃プラスチックがなくなる可能性や、身
近な例で言えば家庭ごみの分別回収がなく
なるといった可能性も起こりうるのではな
いだろうか。現時点で、そこまでのブレー
クスルーは出現していないものの、これら
の市場変化を注視しながら対応していく必
要がある。
リサイクルプラントへの設備投資額や、

原料品質に対する制限、安定した廃プラス
チック回収量の確保、入口と出口を確立し
た資源循環モデルの形成など、まだまだ課
題があるものの、脅威ではなく新たなチャ
ンスと捉えて、これらの市場の変化に対応
する手立てを検討していく必要がある。

４．今後の展望について

これらの取り巻く状況を踏まえて当社で
は、マテリカル・ケミカル・サーマルリサ
イクルについて、様々な事業者と連携した
新たなスキームの実現可能性について検討
を進めている。
その取組み１つとして、2020年度より（国

研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）の『革新的プラスチック資源循

図 2　NEDO『革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発』事業概要
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環プロセス技術開発』２）事
業に参画している。本事業
では、高効率なプラスチッ
ク資源循環システムを実現
するための高度な選別技術
や再生技術などの野心的な
技術開発を行っている（図
2）。
当社グループのスコープ

１，２のCO2排出量（2020
年度：約26.9万ｔ）では、
廃プラスチックの焼却由来
がその大半を占めている。
そのため、脱炭素の面だけ
でなく、炭素税が導入され
た際の事業インパクトの観
点からもマテリアルリサイ
クルやケミカルリサイクル
を進めることは望ましいこ
とであると言える。最終的
には医療系廃棄物などの衛
生面から焼却すべきプラス
チックは残ると予想されるが、焼却により
排出されるCO2は高炉や火力発電所のよう
にエネルギー源の転換によってCO2フリー
とすることができないものであるため、
CCUS（カーボンリサイクル）導入を選択
するしかない。
また、資源循環ニーズの高まりと同時に、

その取引プラットフォームが形成され、ト
レーサビリティの確保などが課題になるこ
とが想定される。一般的には、廃棄物処理
はなるべくコストを掛けたくない領域では
あるが、AIやIoT技術の発展に伴い、低コ
ストにトレーサビリティを確保することが
可能になりつつある。
このように、プラスチックリサイクルに

向けては、脱炭素だけでなくDX（デジタ
ルトランスフォーメーション）とも関わり

があるため、多様な信頼できるパートナー
企業との共創を一層推進し、新たな価値を
社会に届けたい。当社の事業は、急速に変
化していく時代にあるなかにあっても、決
して止めることができない重要な社会イン
フラであり、ひたむきに未来に向き合いな
がら、取組みを進めたいと考えている。
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図 3　当社グループのメッセージ


